
９ 補論 原発事故時の放射性物質排出量の想定について 
 ５－４①、８－７で原発事故時の放射性物質排出量の想定について想定量が過小である

ことを指摘したが、福島第一原発事故などにおける実際の放射性物質放出量の推定値や放

出率などをもとに避難計画において想定するべき放出量について考えてみたい。 

 

１ チェルノブイリ事故と福島第一原発事故での放射性核種推定放出量 

右上の表は、環境省が

まとめたチェルノブイ

リ事故と福島第一原発

における放射性核種の

推定放出量である。福島

では、原子炉が爆発した

チェルノブイリに比べ

てヨウ素 131 やセシウ

ム 137 は炉心への残存

量が多く環境への放出

質は小さかったが、炉心

が壊れていたらさらに

大量の放射性物質が排

出されていたであろう。 

また、同表は炉心に蓄

積されたものだけを対

象にしているが、左下表

のとおり使用済み核燃

料プールにも大量の使

用済み核燃料が貯蔵さ

れていた。いくつかの偶

然が重なった結果、燃料

プールに水が残り冷却

機能が保持された 4 号

炉には 2 炉心分の使用

済み核燃料が貯蔵され

ていたのである。もし、

プールの冷却水が失わ

れると、崩壊熱で燃料が

とけ、コンクリートが浸

食され、2 炉心分の放射

能が環境に放出される

ことになっていたので

ある。3.11 の 2 週間後に

出典 環境省 

https://www.env.go.jp/chemi/rhm/h29kisoshiryo/h29kiso-

02-02-04.html 

出典 
https://www.tepco.co.jp/nu/f1-np/data_lib/pdfdata/bk1002-

j.pdf 
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まとめられた「福島第一発電所の不測事態シナリオの素描」では、2 炉心分の放射能が放

出された場合、強制移転の範囲は半径 170ｋｍ、移転希望を認めるべき範囲は半径 250km

にも及ぶとされた。1 炉心分だけの放出でも 110km、200km となるとされた。福島第一原

発にはそれをはるかに上回る放射性物質が現存しており、地震や津波の規模がさらに大き

ければ、より大量の放出量になる可能性があったのである。 

 

２ 滋賀県がシミュレーションに用いた放出量 

 滋賀県が放射性物質拡散シミ

ュレーションに用いた放出量は

右の表のとおりである。これは、

福島第一原発事故で放出量の多

かった 3 月 15 日のデータに基づ

いたとされている。しかし、なぜ

福島の「実績値」に基づくのかと

いう点では説得力に乏しい。福井の原発群の炉心内の放射性物質の存在量や使用済み核燃

料の存在量から出発すべきである。福島第一原発の事故の実態やあり得た可能性などを考

えると滋賀県の放射性物質の放出量の想定は過小である。 

 

３ 関西電力が地元説明に用いている資料の問題点 

http://www.city.takashima.lg.jp/www/contents/1511485614395/simple/3.pdf 

137Cs 4×1014  Bq/h 6 時間  →  2.4PBq 

134Cs 4.8×1014  Bq/h 6 時間  →  2.88PBq 

131I  4×1015  Bq/h 6 時間  → 24PBq 

出典 滋賀県地域防災計画原子力災害対策編 資

料編 
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 避難計画の前提となっている滋賀県の放射性物質放出量は過小であることを指摘してき

たが、関西電力が大飯原発について地元説明で使用している資料をみるともっと驚く設定

がされている。前ページ下の図がその説明資料であるが、炉心損傷を想定した場合のセシ

ウム 137 の放出量は 5.2TBq と設定しているのである。5.2TBq（0.0052PBq）は、滋賀県

が設定している放出量の約 1/500 であり、関電の説明によると福島第一原発事故の放出量

推定値 16000TBq（16PBq）の約 1/3000 の量である。 

 なぜこのような放出量となるのかについて定量的な説明は何もないが、福島第一原発事

故の原因となった地震や津波対策を行ったこと、格納容器内の水素爆発対策を行ったこと、

基準地震動を 856 ガルまで引き上げたこと、機器・配管のサポートを行ったこと、土石流

対策を行ったこと、竜巻対策を行ったことなど新規制基準に基づく対策を行い、原子力規

制委員会の承認を受けているという定性的な説明を重ねている。さらに驚くことには、

「5.2TBq のセシウム 137 が放出された場合、約５km 圏外の空間線量率は 0.03µSv/h 以

下となり原子力災害対策指針で定める一時移転基準（OIL2：20µSv/h）を下回るため、原

子力災害対策指針で定める一時移転は不要と考えられ、屋内退避によって十分放射線被ば

くのリスクを低減できると考えられる。」とまで言っている。 

 こうした関西電力の地元説明には以下のような問題がある。 

① 新規制基準では適合性審査の際、「想定する格納容器破損モードに対して、セシウム 137

の放出量が 100TBq を下回っていることを確認する。」29とされている。これは、最大

でもセシウム 137 の放出量 100TBq 以下の事故しか想定しないという新たな安全神話

によるものである。 

② 100TBq 以下の事故しか想定しない理由について、当時の田中原子力規制委員会委員長

は国会で「シビアアクシデントが起こらないような対策を求めている」からと筋のとお

らない答弁をしている30。 

③ シビアアクシデント対策がすべてうまくいくという前提は、IAEA の深層防護の考え方

に根本的に違反している。深層防護の第 5 層は、シビアアクシデント対策の失敗を想

定し、その場合でも、適切な避難計画によって住民を防護しようというものであるが、

関西電力という原発事業者が、「避難計画は自治体が定めるもの」といいながら、安全

神話をふりまくことによりこれを妨害しようとしている。この点では、セシウム 137 の

放出量だけで影響評価を行っていることも問題である。 

④ 福島原発事故の教訓のひとつは、こうした原発に関するリスク予想は最悪の事態を想

定することであった。最悪の事態を想定することにより、時事刻々と変化する状況に対

して柔軟に対応しようとするものであるが関西電力はこの教訓を学んでいない。 

 

４ 原発からの放射性物質の放出量の想定 

 原子炉と使用済み核燃料中の放射性物質の現存量から、最悪のケースを設定すべきであ

る。 

                                                   
29 「実用発電用原子炉に係る炉心損傷防止及び格納容器破損防止対策の有効性評価に関

する審査ガイド」の 3.2.1 https://www.nsr.go.jp/data/000213306.pdf 
30 2015 年 5 月 13 日、東日本大震災復興及び原子力問題特別委員会での山本太郎議員の

質問に対する答弁。 
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おわりに 

 福島第一原発の事故で、放射性物質は同心円状には広がらず、市町村や都道府県の境も無視し

て広がるものだということを、私たちは学びました。また、周辺住民は大変な混乱を経験し、準

備されていた安定ヨウ素剤も使われず、多くの人たちが避けることができたはずの被ばくをしま

した。このような事態を繰り返さないために、避難計画は「安全神話」に立ったものでなく、起

こりうる最悪な事態を想定したものでなければならないと考えます。 

 原発や関連施設には、原子炉内の放射性物質をはるかに超える大量の使用済み核燃料が貯蔵さ

れています。原発が廃炉になったとしても、極めて長期間にわたって避難計画を持ち続けなけれ

ばなりません。原発は未来に大きな負債を残すものなのです。 

 本来、国が政策として原子力発電を進めている以上、国が責任をもって避難計画を策定するべ

きでしょう。しかし、国は避難計画策定を自治体に押し付けた上、計画の実効性を検証すること

さえしないまま、原発の再稼働を許可しています。 

どのような事態を想定すればよいかさえ不明瞭な中、各自治体の担当職員のみなさんは大変な

苦労をされていることと思います。今回、お忙しい中ご協力いただいた自治体職員のみなさんに

深く感謝いたします。 

多くのみなさんのご協力のもと調査が行われ、報告書を発行することができました。ご協力に

感謝し、この報告書が多くの方に読まれ、原発について考える材料として活用されることを期待

します。 

 

 

2021 年 10 月 

 

        福井原発訴訟（滋賀）を支える会会長 福田 章典 
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調査賛同・協力団体から 

 

避難計画の各自治体調査のまとめに対する感想と私たちの取り組み 

                    ばいばい原発高島連絡会 事務局 中平清三 

 

原子力防災を考える市民にとって役立つ報告書—「滋賀県における原子力災害時の避難計

画などに関する調査」を読んで－ 

野口宏（安定ヨウ素剤を配ってよ！しが連絡会代表世話人） 

 

原発災害時の避難計画などに関する調査に寄せて  

           高橋進（滋賀自治体問題研究所理事長） 

 

ヒアリングでの県発言を受け、市に働きかけて 

安定ヨウ素剤をくばってよ！長浜市民の会 事務局  勝屋容子 

 

避難計画に関する調査報告書へのコメント 

湖北原発ゼロの会事務局長 北川長衞 
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避難計画の各自治体調査のまとめに対する感想と私たちの取り組み 

                    ばいばい原発高島連絡会 事務局 中平清三 

 

今年 6 月、運転開始から 44 年を超える美浜 3 号機が再稼働しました。滋賀県と高島市

の原子力災害避難計画では、美浜 3 号機に過酷事故が起これば、UPZ 圏内 2 万 7 千人余の

高島市民が避難しなければならないことになっています。「果たして、安全に速やかに避

難できるのか？」と多くの市民は不安を感じています。 

過疎地域や山間部の住民は、台風などの日頃の災害でも、道路が寸断されて避難するこ

とができない状況があります。大飯原発再稼働に際して山間部の家庭を訪問してお話を伺

いましたが、一人住まいのお年寄りは「どうしようもない、逃げられない、諦めている」

ということを言われていました。市街地域では「避難経路は R161 号線一本しかない。日

頃から渋滞しているのに事故が起こったらもっとひどくなる、逃げられない」という声が

ほとんどです。それも福井県民が先に R161 号で避難してからその後に、高島市民が避難

する計画ですが、果たして混乱の中で計画通り進むかも不安です。 

避難計画では、「まず屋内退避を」と計画では言いますが、高島市には古い木造住宅が

多く、地震などの複合災害ではそれ自体が無理で、屋外でさらに被曝してしまいます。そ

の場合は「コンクリート造りの一時避難所に退避する」と計画は書いていますが、報告書

にもあるように、一時避難所がコンクリート造りで無いところが 2 カ所あります。広域避

難になると、多くが大津市や大阪府に避難して行く計画ですが、相手自治体とは具体的な

話はされていません。大阪府の鶴見緑地などの建物がない施設の名称が「避難先」として

挙げられていて、その先の避難先は不明です。 

そういう実態の中でも、少しでも被曝による健康被害を避けるために必要になるのが安

定ヨウ素剤の事前服用です。報告書に詳しく述べられていますが、避難計画では一時集合

場所で市の職員が配布することになっています。果たしてその一時集合場所に行けるのか、

一人暮らしのお年寄りや、障害を持っておられる方は特に不安です。山間部では、ヨウ素

剤を配らなければならない市の職員がそこへ行くことができるかも懸念されます。朽木で

の訓練ではヘリコプターを使っていますが、それは市民のためというのもありますが、市

の職員が行くためとも説明されていたのが実態です。こうした市民の不安を反映して、今

回の調査に対して高島市防災担当者の方も率直な回答を寄せられたと思います。 

そのような中でも、「甲状腺がんを防ぐために、事前に市民に安定ヨウ素剤を配ってほ

しい」と、何度も滋賀県と高島市の防災当局とも交渉してきました。県と市の答えは「国

が UPZ 圏内の事前配布を推進しているのは承知しているが、県としては 服用するタイ

ミング等があるので難しい」とのことでした。国から事前配布についてのヒアリングが滋

賀県にあったそうですが、「県としては要望しなかった」と県防災当局は応えています。 

9 月末、新潟県が柏崎原発の UPZ 圏内の住民に安定ヨウ素剤配布を行うというニュース

が入ってきました。豪雪等で今の体制では配布が進まないという理由です。国からも補助

金が出るとのことです。すでに、鹿児島県、佐賀県、鳥取県、島根県なども UPZ 圏内の高

齢者や障がい者、妊婦などを対象に事前配布が実施されています。滋賀県でも、是非とも

県も積極的に国に働きかけて、安定ヨウ素剤の事前配布を実現してほしいものです。9 月
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には市民有志で高島市議会に陳情書を提出し、12 月市議会には請願を行うことにしていま

す。 

 

 

原子力防災を考える市民にとって役立つ報告書 

—「滋賀県における原子力災害時の避難計画などに関する調査」を読んで 

 

野口宏（安定ヨウ素剤を配ってよ！しが連絡会代表世話人） 

 

滋賀県北部に隣接する福井県若狭湾地方には老朽原発 3 基を含め 8 基の原発があり、他

に廃炉中の原発が 7 基あります。何より重要なのは重大事故を起こさないことで、地震や

噴火の影響を含め、原発立地内の安全評価が厳しく問われます。 

だがそれだけでは十分ではありません。三日月滋賀県知事は「実効性ある多重防護体制

の構築が道半ば」であるとして、原発再稼働を容認する状況にないと表明しています。国

際原子力機関（IAEA）の言う多重防護（深層防護）の第 5 層は住民避難計画など防災対策

に関わります。そこでは原発立地内だけでなく、影響が及ぶと予想される居住地域全体の

対応が問われるのです。 

今年 3 月に水戸地裁は、老朽原発東海第二原発の運転を差し止める画期的判決を下しま

した。まさに上記第 5 層の住民避難計画が不備であることが理由でした。そこで大津地裁

でもこの判決に続く判決を勝ち取るべく、福井原発訴訟（滋賀）弁護団と同訴訟を支える

会は、4 月から 8 月にかけ、滋賀県及び県下の避難計画をもつ３市とそれ以外の 16 市町を

対象に、ヒアリング及びアンケート調査を行いました。 

このほど避難計画の実態と問題点を明らかにした 50 数ページにわたる調査報告書が発

表されました。その内容は避難計画をめぐる総論のほか、住民避難・広域避難、複合災害、

屋内退避、安定ヨウ素剤の服用の各論をふくむ詳細なものです。 

弁護団という法律家が関与しているため、国の原子力災害対策指針や県の地域防災計画

（原子力災害編）や広域避難計画、３市の避難計画等の関係文書の記述が整理され、それ

らと関連づけて県や市町のヒアリングやアンケートの結果がまとめられています。そのた

め大変分かりやすく、避難の実際が具体的にイメージしやすいものになっており、教えら

れるところが少なくありませんでした。 

当連絡会に関わる安定ヨウ素剤については 7 章「安定ヨウ素剤の配備、服用」にまとめ

られているほか、5 章「屋内退避」、8 章「調査のまとめ」でも記述されています。アンケ

ートの質問事項は、一時集合場所での配布方法、事前配布の可否、備蓄方法、備蓄内容（ゼ

リー剤含む）、配備時期・費用、服用判断の手順などにわたります。自治体ごとに取り組

みが進んでいるところ、遅れているところがよく分かります。 

そして配布の際には医師でなくても研修を受けた自治体職員が配布できること、また服

用は市町村長も指示できるとの県の見解を確認しています。 

屋内退避に関しては、住民の全員避難が困難なため、ある程度の被ばくを前提とした次

善の策であること、そのため屋内退避の指示基準も指示者も不明であること、屋内退避の
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遮蔽効果は検証されていないこと、屋内退避者に安定ヨウ素剤は配布されないことが明ら

かにされています。 

現状と問題点を浮き彫りにしたこの調査報告書は、原発差し止め裁判だけでなく、それ

ぞれの地域で安定ヨウ素剤の配布を含む事故対応を強化するために、住民と自治体が話し

合う際にも、たいへん役立つと思います。 

原発事故を心配する市民は多いのですが、状況を具体的に想像するのは難しく、イメー

ジが一致しにくいところがあります。関心ある市民がこの報告書をよく読み、自分たちの

地域では何が必要かについて話し合うことで、イメージがはっきりすると思います。その

ためできればこの報告書の概要をまとめた概要版を作って広めていただくよう要望しま

す。 

 

 

原発災害時の避難計画などに関する調査に寄せて 

 

           高橋進（滋賀自治体問題研究所理事長） 

 

 今から１０年前の東日本大震災に伴う福島原発事故は、日本でも原子力発電所の過酷事

故＝炉心溶融が起こることを示した。事故によって放出された大量の放射能による被曝を

避けるために、当時の民主党政権の政府は、原発から半径２０キロ圏を「警戒区域」、線

量の高い北西部を「計画的避難区域」などと指定し、住民を強制的に避難させた。放射能

の汚染状況の適切な情報提供の欠如、政府と自治体の混乱、多数の人々の自動車での避難

と道路の混雑、バスでの移動の難しさなど多くの問題が起こった。この避難の過程で病院

の入院患者や高齢者施設の入居者が多数、移動中や移動先で亡くなった。事故がなければ、

移動がなければ、亡くなることのなかった命である。これらは原発の過酷事故の際の避難

の難しさと過酷さを如実に示す例である。 

 上記の指定区域以外でも被曝を恐れた多数の住民が全国各地に避難した。その結果、１

０年以上を経たいまでも、様々な理由から故郷に帰ることのできない人々が合わせて数万

人いる。今年８月、政府の復興推進会議と原子力災害対策本部は「帰還困難区域」（６町

村、住民登録２万２千人）のうち、国が復興計画を示していなかった約８千人の地域につ

いて、帰還希望者を対象に２０２０年代に避難指示を解除する方針を決定した。これは、

全部の帰還困難区域の除染による避難指示解除をめざさず、役場周辺や住宅街などを「特

定復興再生拠点」に指定し、その地域を除染する。この拠点外は面積で帰還困難地域の９

割超、人口で４割に当たるが、その地域では帰還者の見通しに応じてその住居周辺など限

定的な除染などをおこなうというものである。つまり、棄民と切り捨てである。今年４月

には、政府はこれまでの「地元の同意なしに放射能汚染水の海洋放出は行わない」という

言を投げ捨て、海洋放出を決定した。しかし汚染水は増え続け、とどまるところを知らな

い。そして、政府は原発の再稼働を、しかも４０年以上を経た老朽原発の再稼働をも推進

している。  

 このような状況下では、過酷事故の際の避難計画が重要な意味を持つ。「はじめに」で
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紹介されている本年３月の水戸地方裁判所の判決は、「実効性ある避難計画や防災体制」

が不十分であることを理由に、東海第二原子力発電所の運転差し止めを認めた。滋賀県は

「原発銀座」と呼ばれる福井県に隣接し、高島市と長浜市は原発から半径３０キロ圏であ

る「緊急時防護措置を準備する区域」（ＵＰＺ）を市域に含んでいる。実際の過酷事故に

よる放射能の量と流れる方向は、事故の程度と質により異なるものであり（ソ連のチェル

ノブイリ事故では半径２００キロ圏を超えた）、政府の想定するような原発から３０キロ

圏にとどまる保障は何もなく、県南部や東部・琵琶湖にも及ぶことが予想される。本調査

は、そのような問題意識から滋賀県と県下の自治体の避難計画などを詳細に調査したもの

であり、これまでどのような団体も行ってこなかったものである。この調査の結果、実行

可能で有効な避難計画が滋賀県では立てられていないことが明らかになった。 

 「8 調査のまとめ」の末尾に書かれているように、避難計画の精緻化と改善の努力、厳

密な審査は、避難計画の実行不可能の証明を通じて、原発廃止という結論に向かうとして

も、われわれは、原発がある限り、避難計画の精緻化とそれを実行可能なものにするよう

求め続け、自治体はそれに取り組まなければならないであろう。  

 

 

ヒアリングでの県発言を受け、市に働きかけて 

 

安定ヨウ素剤をくばってよ！長浜市民の会 事務局  勝屋容子 

 

この度の調査に参加させて頂けたことに、まず感謝いたします。  

「安定ヨウ素剤をくばってよ！長浜市民の会」は、2020 年 6 月に、長浜市へ安定ヨウ素

剤の事前配布を要望していく目的のために有志が立ち上げた市民団体です。今までに、

学習会の他、長浜市長との懇談、長浜市防災危機管理局との話し合いを二度、行ってきま

した。  

 

県へのヒアリングで「安定ヨウ素剤を配布するのは研修を受けた市職員である」との

発言があったことは、衝撃でした。何故かというと、長浜市との一回目の話し合いで「配

布は医師の関与の下で行い、医師は県の責任で確保される」と説明がなされていたから

です。  

今回の県発言を、市との二回目の話し合いで伝え、これまでの説明との食い違いを尋

ねると、県に確認して返答するとの対応でした。その結果は、この調査報告表 7―1 に記

載されている通りで、複合災害時に医師等の派遣が困難な場合の想定であり県と市で認

識は一致しているという、つじつまを合わせたものでした。しかしその後、「県から一時

集合場所への医師の派遣計画はない」ことを県に確認しました。その上で、市職員とも面

談して、このことを確認し、市の状況を尋ねました。市は配布に市立病院の薬剤師を充て

ることや補完として研修を受けた市職員が必要だと認識し、具体的に考え動き出そうと

しているようでした。  

安定ヨウ素剤配布に関わる研修をどこがどのように行うかは課題です。県に尋ねると、
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国のことは分からない、研修のカリキュラムは決まっているものではない、また、県とし

て年一回、備蓄している施設職員（UPZ 一時集合場所の小中学校など）に対する研修で

理解を深めてもらっているが、配布にまで関わるものではないとの説明でした。市は、研

修に関して県と協議するなどして考えていく方向のようでした。  

今回の県発言をきっかけに、一時集合場所での緊急配布について、長浜市はようやく具

体的に考え始めたと言えるように思います。「配布は研修を受けた市職員」という県の見

解はいつ決まったのか、その見解を市と共通認識して来なかったのは何故か、研修につ

いて検討されて来なかったのは何故かという疑問が残ります。  

 

安定ヨウ素剤に関する問題の一つに、「安定ヨウ素剤のことをまだまだ市民の多くが

知らない」ことと、「県も市も安定ヨウ素剤についての周知をほとんどしてこなかった」

ことがあります。これまで周りの人たちに安定ヨウ素剤のことを話すと、“何それ？知ら

んわ”“初めて知った”という反応が多かったです。県も市も年一回の原子力防災訓練時に

説明していると言いますが、例年の参加住民数は 200 数十名程度です。市が各戸配布し

た「総合防災マップ」の原子力災害ページにおいても一言も触れられていません。福島原

発事故後 2012 年 1 月の広報ながはまに一度載ったきりで、それ以後掲載はありません。 

市との話し合いで、防災マップや広報への記載など周知の要望を重ねる中、市は「今後、

市のホームページを活用して、安定ヨウ素剤を含めた原子力防災についての説明を追加

していきたいと考えている」ことを言明しました。現在、ホームページ掲載に向けて検討

しているとのことです。会の方でも、安定ヨウ素剤についての市民向けのパンフレット

を検討作成中で、市民に知らせていく取り組みをさらに進めていきたいと考えています。 

 

事前配布について、長浜市は UPZ 圏を含む自治体として、国や県の指針に則り連携し

て避難計画を進めていかなければならず、UPZ 外の自治体とは違うことを強調し、一時

集合場所での緊急配布が総合して合理的だと主張しています。会として、UPZ 内外を問

わず市全域での事前配布を要望しつつ、先ずは UPZ の事前配布を目指して話し合いを重

ねています。被ばくの防護や低減、被ばくの影響を受けやすい子どもや妊婦などを守る

こと、要支援者の問題、屋内退避のリスクなど、こちらの思いをさらに伝え、市との話し

合いを一歩ずつ深めていきたいと考えています。また、将来的に市議会請願も視野に入

れて取り組んでいます。  

UPZ の事前配布に関して、市と並行して、やはり県との話し合いの重要性を痛感してい

ます。県と交渉を重ねてくださっている「安定ヨウ素剤を配ってよ！しが連絡会」や県下

の仲間の皆さんとより一層連携して前進していきたいと強く思います。  

  

 

避難計画に関する調査報告書へのコメント 
 

湖北原発ゼロの会事務局長 北川長衞 

 

湖北原発ゼロの会は、2019 年 12 月に長浜市防災危機管理局と意見交換会を持っていま
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す。その時の回答は、国や県の想定で対応を考えているので問題なしという認識でした。

私たちから、福島事故の教訓として、想定を超えることが起こるわけだから長浜市独自の

判断で市民を守る行動をと要請したところ、「国の指針や県の想定に基づき備え、動いて

いるのが現状だが、皆さんのご意見を伺い市の自己判断を高める事を今後の課題とした

い。」との回答を得ました。しかし、その後 2 年経過し、防災危機管理局の原子力防災担

当者は全員入れ替わり、元の「国や県の想定で対応を考えているので問題なし」という認

識に戻ってしまったようです。 

今回の調査に対する長浜市の回答には「問題なし」「対応できる」が目立ちます。 

以下、当会の取り組みをふまえていくつかの点についてコメントします。 

 

3（避難計画など） 

3-8 避難計画の実効性の検証 

長浜市は「避難計画に基づいた原子力防災訓練の実施」との回答ですが、2019 年の余呉

町での訓練では参加対象者が全住民の 10 分の 1 であり、半数が 2 回目の参加で、広く住

民に理解を広めるものとはなっていません。 

4（住民避難・広域避難） 

4-1-2 避難先の自治体との協定 

2020 年 12 月の「避難計画を案ずる関西連絡会」との話し合いでは、「県外の避難先は

県を通してお願いしている」と県任せの回答でしたので、都道府県間の協定をさしている

と思われます。 

4-2-1UPZ 外の避難に対する現計画の対応可能性 

2019 年の回答では「UPZ 外では必要に応じて屋内退避とし、安定ヨウ素剤の服用は削

除された（平成 26 年原子力規制委員会）」とのことで、具体的な避難計画があるとは思え

ません。 

5（複合災害への対応） 

5-1 想定している複合災害 

2019 年の回答では、「想定（季節風や雪など）を超える準備はできていない」とのこと

でした。 

7（安定ヨウ素剤の配備、服用について） 

7-1-1UPZ 圏内住民への安定ヨウ素剤の配布の考え方 

2019 年の回答では、「一時集合場所において、医師や薬剤師の指示のもと、避難所派遣

職員が行います。」となっていて、長浜市の認識としては、医師や薬剤師の関与が前提に

なっています。今回の長浜市の回答は県の回答につじつまを合わせたようになっています

が、「医師の手配は県がしてくれる」との過去の回答に見られるように、市の職員が配布

するのが基本という計画にはなっていないように思われます。 

また、事前配布には否定的な回答ですが、その理由は 2019 年では「適切なタイミング

の服用」を強調されていましたが、2021 年 5 月の『安定ヨウ素剤を配ってよ！長浜市民の

会』との話し合いでは「事前配布したら、一時集合場所で安定ヨウ素剤をもらう必要がな

くなり、勝手に逃げる人が多く出て、道路が渋滞してしまい余計に被ばくしてしまう。PAZ

の人たちの避難を妨げることにもなる。」と住民不信の回答までとびだしました。 
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これでは市民は長浜市の言うことを信頼して行動できるのだろうかと疑問に思ってし

まいます。 

 

【最後に】 

原発災害という他の自然災害と次元が全く異なる災害から住民を守るための施策を地

方自治体に丸投げしている国の責任を問わなければならないと思います。市の職員は、定

期的に異動があり、原発災害についての理解も様々と思われます。しかも、年々増加する

自然災害への対応に追われる中で、腰を据えて原発災害のことを考える余裕がないことか

ら、国や県の言うままにすれば良いということになってしまうのではないかと思います。

そもそも原発が存在することが無理を生じさせていると痛感します。 
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